
大学決算について
財務部 経理課

　2008年度大学決算は、2009年5月7日開催の大学予算委員会および大学評議会、5月23日開催の法人理事会で承認されました。
　2008年度は、京田辺キャンパスに生命医科学部およびスポーツ健康科学部を開設し、「身体・生命、先端技術、情報を中心とする
統合的・先端的最高水準の教育研究拠点」としての機能を有するキャンパスへの大きな飛躍を遂げました。教育研究条件の整備充
実として、全学的に教育支援に関する業務を統括するための「教育支援機構」や安全な教育研究環境の整備と大学を取り巻く周辺
環境の保全を全学的に推進するための「環境保全・実験実習支援センター」を設置しました。また、文部科学省が実施する「国公私立
大学を通じた大学教育改革の支援」では、「質の高い大学教育推進プログラム」「大学院教育改革支援プログラム」などのプログラム
で複数の取り組みが採択されました。さらに、国際化拠点形成のための基盤整備として、文部科学省の「大学教育の国際化加速プロ
グラム」実施、AKP同志社留学生センター、テュービンゲン大学同志社日本語センター、スタンフォード技術革新センターに続く4番
目の海外の大学機関としての「シェフィールド大学同志社センター」の設置、「世界学生環境サミットｉｎ京都」の開催、ホームペー
ジ英語サイトの全面リニューアルなどに取り組みました。将来構想としては、今出川キャンパスでの文系学部の一貫教育体制の実
現に引き続き取り組むほか、「グローバル・スタディーズ研究科」や「スポーツ健康科学研究科」の開設準備、さらには木津川市への

「同志社国際学院（初等部・国際部）」の設置構想を進めました。
　建設事業では、アーモスト館を国際交流施設として全面改修し、海外からの研究者の滞在やレセプションへの活用が可能となっ
たほか、教室、学生福利厚生施設、留学生宿舎および外国人研究者向け宿泊施設として活用するための近隣施設を取得しました。
　上記のとおり、2008年度は、「良心を手腕に運用する人物の育成」という建学の精神に立脚したうえで時代の要望を的確に捉え
た、様々な教育改革施策に必要な投資を積極的に行いました。世界的な金融危機により時価が著しく下落した運用資産の評価換
えを行ったことや近隣施設の取得など、予算外の要因が重なり支出が先行することとなりましたが、収入面では、着実に入学者数
や入試志願者数を確保したことに加え、寄付金や補助金、事業収入など外部資金の獲得への継続的な取り組みにより増収となっ
ています。
　以下、収支計算書に基づき主な収支の内容について説明します。

　学生生徒等納付金は281億円で、帰属収入に占める割
合（学納金比率）は76%と大きな比重を占めています。
　手数料は18億円で、入学検定料が主なものです。
　寄付金は5億円で、教育研究施設等整備資金寄付金、
奨学寄付金、寄付教育研究プロジェクトなど教育研究
活動への寄付金、奨学事業への寄付金、機器備品や図
書などの現物寄付金を受入れました。
　補助金は37億円で、国庫補助金が主なものです。この
大部分を占めるのが私立大学等経常費補助金で、一般
補助15億円、特別補助17億円を受入れています。その他
の国庫補助金では、施設設備対象の補助金として研究
装置、研究設備、アーモスト館改修の耐震補強工事など
の採択を受け、さらに教育ＧＰなどの大学教育改革プ
ログラムを実施するための大学改革推進等補助金など
を受入れました。
　資産運用収入は9億円で、各種引当資産の運用収入
および預金などの受取利息・配当金、施設設備利用料収
入などです。
　事業収入は6億円で、企業からの受託研究費などの受
託事業収入、補助活動収入および付属事業収入が主な
ものです。
　雑収入は8億円で、私立大学退職金財団からの交付
金収入が主なものです。
　繰出金は3億円で、法人内諸学校からの資金調達額の
返済額が主なものです。
　分担金は1億円で、法人業務に係る法人内諸学校の負
担分です。
　当期固定資産除却額は10億円で、機器備品の償却期
間完了に伴う除却額などです。
　借入金等収入は5億円で、私学事業団からの借入金です。
　当期末未払金は1億円で、固定資産取得に係る未払金
額を今年度の基本金組入額の減額項目として計上して
いるものです。

　第2号基本金取崩額は11億円で、近隣施設の取得資
金としての教学施設整備資金の取崩額および研究装置
の取得資金としての研究装置設備等整備資金の取崩額
です。
　特定支出準備金取崩額は2億円で、使途が特定され
た準備金の取崩額です。
　収入の部合計は397億円となり、手数料、寄付金、事
業収入などの増収および第２号基本金取崩額の増加な
どにより予算に対して31億円の増加となりました。

　人件費は183億円で、帰属収入に占める割合（人件費比
率）は50%となりました。教員充実計画による教員増員な
どにより、前年度に比べて1%増加しました。
　教育研究経費は130億円で、経常的な教育研究活動に
要した経費です。
　管理経費は14億円で、大学の維持管理に要した経費です。
　資産処分差額は27億円で、学校法人に係る会計処理と
して、時価が著しく下落した運用資産（債券）の評価換え
を行ったことによるものです。
　繰入金は10億円で、中高統合事業特別会計への繰入額
が主なものです。
　施設関係支出は33億円で、キャンパス近隣の施設取得、
アーモスト館改修、知真館２・３号館外壁改修などによる
支出です。
　設備関係支出は15億円で、教育研究用機器備品、図書
などの固定資産取得に係る支出です。
　借入金等返済支出は8億円で、償還計画に基づく計画分
のほか、一部繰上償還を行いました。
　前期末未払金は1億円で、前年度に取得した固定資産に
係る未払金額の支払額を今年度の基本金組入額として
計上しているものです。
　第2号基本金組入額は、組入計画に基づき、教学施設整
備資金14億円、情報基盤整備資金1億円の合計15億円を

組み入れました。
　第3号基本金組入額は、寄付金および過年度から保有
している準備金の一部を基金に組み入れました。
　第4号基本金組入額は、法人全体の組入計算に基づき
必要額を組み入れました。
　特定支出準備金繰入額は10億円で、使途特定寄付金
および研究費などの予算繰越額を決算において繰り入
れたものです。
　支出の部合計は451億円で、予算に対して51億円の増
加となりました。

　収入の部合計から支出の部合計を差し引いた当年度
消費収支差額は54億円の支出超過となり、近隣施設の
取得や運用債券の評価換えなどにより、予算に対して21
億円支出が増加しました。なお、累積消費収支差額とし
ては275億円の支出超過額を翌年度以降に繰り越すこ
とになります。

　借入金残高は、前年度末に対して3億円減少し、当年度
末では13億円となりました。

　消費支出超過額は内部資金の不足額であり、借入金は
外部資金への依存額です。したがって、この両方を合わ
せた金額が自己資金の不足額となります。
　前年度末の不足額は254億円でしたが、当年度末は34
億円増加して288億円となりました。

（本文中の金額については1億円未満を調整しています）
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用 語 解 説

● 収 支 計 算 書 ●

● 基 本 金 ●

学校法人会計基準に基づく消費収支計算書においては基本金組入額を帰属収入から控
除して表示しているので、収支の内容をよりわかりやすくするために、消費収支計算書に基
本金組入計算に係る各項目をそれぞれ収入・支出の部に計上したのが『収支計算書』です。

第１号基本金は、学校法人が、教育研究活動に供するため、自己資金により取得した固定資
産の価額です。
収支計算書において第1号基本金組入額は、支出の部に取得した固定資産（施設関係支出、
設備関係支出、現物寄付資産）の額を表示し、さらに過年度取得した固定資産に係る借入
金等返済支出を表示しています。また、収入の部に固定資産取得に係る借入金等収入、固
定資産除却による再取得価額などを表示しています。
第２号基本金は、将来取得する固定資産に充てるための資金です。
第３号基本金は、基金として継続的に保持し、その運用果実により教育研究活動の遂行を支
援するための資金です。
第４号基本金は、恒常的に保持すべき資金として学校法人会計基準が定める額です。

支出合計　451億円
（うち消費支出　365億円）

収入合計　397億円
（うち帰属収入　369億円）

（図の金額については1億円未満を調整しています）

■収支計算書
2008年4月1日から2009年3月31日まで （単位：千円）

■収支構成図
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